
4.　事業活動収支計算書　　（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

(単位：千円)

R6予算額(A) R6決算額(B)
比較増減

(Ｂ)－(A)

 学生生徒等納付金 2,986,710 2,995,926   9,216

 手数料 53,863 56,468   2,605

 寄付金 100,182 101,509   1,327

 経常費等補助金 1,156,500 1,169,018   12,518

 付随事業収入 37,200 40,173   2,973

 雑収入 231,397 244,200   12,803

 教 育 活 動 収 入　計 4,565,852 4,607,294   41,442

 人件費 3,028,997 3,028,836 △ 161

 教育研究経費 1,884,800 1,767,333 △ 117,467

 　（うち減価償却額） 548,200 48,887 △ 499,313

 管理経費 437,430 418,515 △ 18,915

 　（うち減価償却額） 24,130 19,477 △ 4,653

 徴収不能額等 0 0 0

 教 育 活 動 支 出　計 5,351,227 5,214,684 △ 136,543

教 育 活 動 収 支 差 額 △ 785,375 △ 607,390   177,985

収  受取利息・配当金 75 372   297

入  教 育 活 動 外 収 入　計 75 372   297

支  借入金等利息 8,250 7,985 △ 265

出  教 育 活 動 外 支 出　計 8,250 7,985 △ 265

教 育 活 動 外 収 支 差 額 △ 8,175 △ 7,613   562

△ 793,550 △ 615,003   178,547

 その他の特別収入 0 8,531   8,531

　  現物寄付 0 3,121   3,121

　  施設設備補助金 0 5,410   5,410

　  過年度修正額 0 0 0

 特　別　収 入　計 0 8,531   8,531

 資産処分差額 100 24 △ 76

 その他の特別支出 0 0   0

　  過年度修正額 0 0   0

 特　別　支　出　計 100 24 △ 76

特　別 収 支 差 額 △ 100 8,507   8,607

(100)

15,900 △ 15,900

△ 809,550 △ 606,496   203,054

△ 202,080 △ 56,036   146,044

△ 1,011,630 △ 662,532   349,098

△ 16,723,779 △ 16,723,779 0

0 0   0

△ 17,735,409 △ 17,386,311   349,098

4,565,927 4,616,197   50,270

5,375,477 5,222,693 △ 152,784

（注1） ・予備費の使用額の内訳

徴求不能額等　1,000 千円 　　資産処分差額　　300千円

（注2） ・経常収入＝教育活動収入＋教育活動外収入

・経常支出＝教育活動支出＋教育活動外支出

・事業活動収入＝経常収入＋特別収入

・事業活動支出＝経常支出＋特別支出

・基本金組入前当年度収支差額＝事業活動収入－事業活動支出

〔経常的及び臨時的収支に区分して、それぞれの収支状況を把握できるようにするものです。〕
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　〔予　備　費〕

経常費補助金は9億

2,800万円、授業料等

減免費交付金は1億

7,200万円です。結果、

予算比2,800万円増の

11億円となりました。

経常収支差額は予

算比1億7,900万円

の上方修正で、6億

1,500万円の支出超

過にとどまりまし

た。

人件費は予算比1億

7,000万円減の28億

4,200万円となりま

した。これは経常

収入の63.9%にな

ります。

基本金組入前当年度

収支差額は、6億

600万円の支出超過

です。

事業活動支出は52億2,3000万円となりまし

た。結果、事業活動収入との差額は6億

600万円の支出超過となりました。
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